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本書発行（令和３年６月）以後の制度変更について，以下の通り情報提供いたします。 

 

基本報酬 0.1％上乗せを廃止，感染防止対策の支援を補助金で継続 

事業者等が新型コロナウイルス感染症に対応するため、かかり増しの経費が必要となるこ

と等を踏まえた障害福祉サービス等報酬の特例的な評価として，令和３年４月１日から「基

本報酬の 0.1％上乗せ」が実施されていました（報酬改定告示（令 3.3.23厚労告 87）附則で規定。本書

218頁「基本報酬に係る経過措置」等参照）。 

この取扱いは当初の予定通り，令和３年９月 30 日限りで廃止となりました。同年 10 月以

降は医療，介護および障害福祉分野において，かかり増しの経費を直接支援する補助金によ

り支援が継続されます（下図）。 

 

資料：令和３年９月 28 日障害福祉課事務連絡「『感染防止対策の継続支援』の周知について」 
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障害福祉サービス等事業所のかかり増し経費を補助上限の範囲で直接支援 

障害福祉分野においては，基本報酬の 0.1％特例の対象としていたすべての障害福祉サー

ビス等事業所を対象として，「衛生用品」「感染症対策に要する備品」の購入にかかる費用へ

の補助が行われます（下図）。対象経費は令和３年 10 月から 12 月末までの期間です。 

なお，サービス別または規模別に補助上限が設定されています（次頁表）。 

 
資料：厚生労働省 Web サイトより 

 

補助事業は都道府県が主体となり実施、引き続き動向に注目を 

上述の経費補助は，厚生労働省「新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス事業

所等に対するサービス継続支援事業実施要綱」に基づき，都道府県（指定都市・中核市）が

主体となり実施している事業です。経費の助成を受けようとする施設・事業所は，原則とし

て当該施設・事業所が所在する都道府県知事等に対してその旨の申請を行うこととされてい

ます（時期や運用方法は各自治体により異なります）。 

なお，本事業の「事業概要」「実施要綱」「Q&A 集」が下記の厚生労働

省 Web サイト（QR コード）に掲載されていますので，詳細な情報について

はこちらもご参照ください。 
 

厚生労働省ホーム ＞ 政策について ＞ 分野別の政策一覧 ＞ 福祉・介護 ＞ 障害者福

祉 ＞ 「新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス事業所等に対するサービス

継続支援事業」について 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00316.html 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00316.html
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表■障害福祉サービス施設・事業所等における感染防止対策支援事業の助成額（基準単価）および対象経費 

①障害福祉サービス施設・事業所等 
基準単価 

 分類 № サービス名  

通所系 

1 

療養介護 

40 人以下 20 千円／事業所 

2 41 人～60 人 30 千円／事業所 

3 61 人以上 40 千円／事業所 

4 生活介護 14 千円／事業所 

5 自立訓練（機能訓練） 7 千円／事業所 

6 自立訓練（生活訓練） 7 千円／事業所 

7 就労移行支援 7 千円／事業所 

8 就労継続支援Ａ型 7 千円／事業所 

9 就労継続支援Ｂ型 7 千円／事業所 

10 就労定着支援 3 千円／事業所 

11 自立生活援助 3 千円／事業所 

12 児童発達支援 7 千円／事業所 

13 医療型児童発達支援 7 千円／事業所 

14 放課後等デイサービス 7 千円／事業所 

短期入所 15 短期入所 7 千円／事業所 

入所・居住系 

16 

施設入所支援 

40 人以下 20 千円／事業所 

17 41 人～60 人 30 千円／事業所 

18 61 人以上 40 千円／事業所 

19 共同生活援助（介護サービス包括型） 7 千円／事業所 

20 共同生活援助（日中サービス支援型） 7 千円／事業所 

21 共同生活援助（外部サービス利用型） 7 千円／事業所 

22 

福祉型障害児入所施設 

40 人以下 20 千円／事業所 

23 41 人～60 人 30 千円／事業所 

24 61 人以上 40 千円／事業所 

25 

医療型障害児入所施設 

40 人以下 20 千円／事業所 

26 41 人～60 人 30 千円／事業所 

27 61 人以上 40 千円／事業所 

訪問系 

28 居宅介護 3 千円／事業所 

29 重度訪問介護 3 千円／事業所 

30 同行援護 3 千円／事業所 

31 行動援護 3 千円／事業所 

32 居宅訪問型児童発達支援 3 千円／事業所 

33 保育所等訪問支援 3 千円／事業所 

相談系 

34 計画相談支援 3 千円／事業所 

35 地域移行支援 3 千円／事業所 

36 地域定着支援 3 千円／事業所 

37 障害児相談支援 3 千円／事業所 

対象経費 
●令和３年 10 月１日から 12 月 31 日までの衛生用品の購入費用及び感染防止対策に要する備

品の購入費用 

助成額の算定 

●施設・事業所ごとに，基準単価まで助成することができる 

●施設・事業所ごとに，基準単価と対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額を助成額とす

る。なお，助成額に 1,000 円未満の端数が生じた場合には，これを切り捨てるものとする 

※１ 対象施設・事業所については，令和３年 10 月から 12 月までの間に指定を受けている施設・事業所とし，休業中のものを含む 
※２ 多機能型事業所を含め，複数サービスを実施している事業所は該当するそれぞれのサービスについて基準単価まで助成することが可能 
※３ 療養介護，施設入所支援，福祉型障害児入所施設及び医療型障害児入所施設の定員については，助成の申請時点で判断する 
※４ 以下に掲げる事業所・施設であって，令和３年度新型コロナウイルス感染症感染拡大防止継続支援補助金及び令和３年度新型コロナウ

イルス感染症流行下における介護サービス事業所等のサービス提供体制確保事業における介護サービス事業所・施設における感染防止対策
支援事業の補助金交付を受ける場合は，本事業の対象としない 
●療養介護 ●同行援護（基準該当含む） ●自立訓練（生活訓練）（共生型・基準該当） ●医療型児童発達支援 
●行動援護（基準該当含む） ●児童発達支援（共生型・基準該当） ●医療型障害児入所施設 ●生活介護（共生型・基準該当） 
●放課後等デイサービス（共生型・基準該当） ●居宅介護（共生型・基準該当含む） ●短期入所（共生型・基準該当） 
●重度訪問介護（共生型・基準該当含む） ●自立訓練（機能訓練）（共生型・基準該当） 

②都道府県 
基準額 ●厚生労働大臣が必要と認める額 

対象経費 
●本事業の実施及び指導監督等のために必要となる委託費，役務費，臨時雇用職員の人件費，需

用費等 

助成額の算定 ●1,000 円未満の端数が生じた場合には，これを切り捨てるものとする 

資料：令和３年 10 月 29 日障発 1029 第 15 号 
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